
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

指定管理者制度について 

問 コロナ禍で減収減益した指定管理者に、運

営費の補填をしたが、各指定管理者との協

定書には、災害等の対応事項は盛り込んで

あるか。 

答 リスク分担事項は盛り込んでいる。 

問 指定管理者制度運用ガイドラインを整備し

ているか。 

答 要綱はあるがガイドラインはない、今後の

検討課題としたい。 

ケーブルテレビ運営事業について 

問 エフエム魚沼に業務委託している番組は、

情報番組として評判が良いとの声がある。

民間のケーブルテレビ事業者が小千谷市ま

で事業展開している。全市民で見られるよ

うに全市配信できないか。 

答 次期総合計画の中で方向性を検討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険事業について 

問 特別養護老人ホーム(特養)待機者は何人か 

答 ２３８人である。 

問 住所地特例被保険者数及び、施設給付費の

総額の何％に当たるのか 

答 住所地特例の対象者は９７人、施設給付費

の 25.5％を閉めている。 

問 魚沼市の介護保険料が市外・県外へ 4 億

円以上流出しているのは、大きな経済損失

である。解消する努力はしているか。 

答 特養新設の計画はあるが、様々な要因で新

設の計画が実現できない状況である。 

問 要支援者の日常生活支援が総合事業に移行

したが、要支援者の日常生活支援は、社協

の｢あいほうし隊｣が担っている。本来、総

合事業として取り組む事業ではないのか。 

答 今後の検討課題としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

魚沼市議会議員 渡辺 一美  
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笑顔輝く地域めざして!!        2020 年 11 月 17 日号 Ｎｏ．21 

 

  

〒946-0075 

  魚沼市吉田 280-4 

    Tel 025-792-4791 

     fax     792-5883 

令和２年第 3 回定例会(決算議会)報告 (会期 9 月 3 日～10 月 2 日) 

決算審査特別委員会での 渡辺かずみの主な質疑 

令和元年度一般会計決算の賛成討論に立ちました 

魚沼市議会は令和元年度一般会計決算を 賛成 14 反対５の賛成多数で認定しました。 

私は賛成の立場で 3 点の理由を挙げて討論しましたので報告させていただきます。 

1. 財政調整基金への過度な積み増しは、金の流れをストップさせ地域経済を疲弊させたとして、議会は４

年前、平成 27 年度の予算執行は不適切であるとして不認定とした。佐藤市長は、地方交付税と特定財

源を活用し、自治会等からの地域要望にしっかりと応えながら、地域経済の活性化を図ってきた。 

2. 佐藤市長は国に先駆けて、平成 29 年 4 月から、第 2 子以降の保育料の無償化を実施し、市長の政策が

政府の施策である令和元年度 10 月からの幼児教育無償化に少なからず影響していると確信している。 

3. ふるさと結い基金、財政調整基金に余裕があり、今後、介護人材の育成や、優遇措置、特養新設の際の市

独自の上乗せ支援策などを充実させ、安心して魚沼市に住み続けられるまちづくりの実現が期待できる。 

平成 27 年度から 5 年間の 主な財政指標の推移 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

財政力指数(3 ヵ年平均) 0.298 0.295 0.291 0.288 0.287 

経常収支比率 83.5 87.8 88.1 88.4 88.9 

実質公債費比率 9.0  7.6 6.8 6.5 7.1 

将来負担比率 36.3 66.9 34.0  26.8  34.0 

 財政力指数： 行政運営に必要な額（基準財政需要額）に対する、自主財源である市税等の額（基準財政

収入額）の割合。［「１」に近いほど自主財源で行政運営ができる財政力が強い自治体］ 

経常収支比率：経常的収入（地方税、普通交付税、地方譲与税、利子割交付金等）に対する、経常的支出

（人件費、公債費、扶助費、補助費、物件費等）の割合。［財政の弾力性を図る指標］ 

実質公債費比率：財政規模（標準財政規模等）に対する、地方債の返済額（公債費）の割合 

将来負担比率：借入金（市債）等の将来負担に対する、その財源とすることが見込める基金や交付税措置

見込額の割合。 数値が大きいほど、今後の財政を圧迫する可能性が高いことを表わす。         

（将来負担比率の早期健全化基準は 350％） 

           財政力指数が低い魚沼市は稼ぐ力がないの？ 

           財政力指数は、市民が稼ぐ収入総額を比べる指標ではありません！ 

            魚沼市の財政力指数は 0.287 で県内 20 市の中で 19 番目であり、財政力が

低いことが指摘されます。しかし、魚沼市の市民は所得が低く、産業が少なく、稼

ぐ力のない県内で下から 2 番目の貧しい市なのでしょうか？  

基幹産業が農業で人口 5 万人以下の自治体は市町村類型が｢Ⅰ－２｣です。魚沼

市と同じ｢Ⅰ―２｣の類型の類似団体で、人口規模が近く同じ雪国である小千谷市の財政力指数は 0.563 で

県内上位 7 番目の指数なので、小千谷市の方が豊かな市と思われがちです。財政力指数を求めるための基

準財政需要額は小千谷市が 45 億 7,397 万円、魚沼市は 39 億 8,394 万円で少し多いです。ところが、

小千谷市の基準財政需要額は 82 億 2,236 万円、魚沼市は 139 億 5,271 万円。魚沼市は小千谷市より

も面積が広く積雪が多い等の理由により基準財政需要額(分母)が多く、財政力指数が低くなるのです。人口

構成や・労働力人口も違うので、私は魚沼市は小千谷市より稼げない市ではないと思っています。 

ちなみに、平成 27 年度の基準財政収入額は 38 億 4,040 億円、令和元年度は、 

1 億 4 千万円も多い収入額なのに、財政力指数は 0.011 低い逆転の数字です。 

 魚沼市は平成 27 年度より令和元年度の基準財政収入額は上がっています！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

財政調整基金現在高 5,677,597 5,852,110 5,857,140 5,568,721 5,555,004 

ふるさと結基金現在高 24,127 418,631 568,978 800,397 2,112,601 

その他の基金 8,541,023 8,623,749 9,250,976 9,210,146 9,087,082 

基金現在高合計 14,242,747 14,894,490 15,677,094 15,579,264 16,754,687 

                                          単位：千円 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

積立金取り崩し額 0 282,095 662,667 565,484 369,467 

 

平成 27 年度から 5 年間の 財政調整基金等の推移 

小千谷市の令和元年度末の財政調整基金残高 2,823,152 千円、基金現在高 7,184,409 千円です。 

 

 



 
 
 

 

 

 

 

平成 21 年度 魚沼市スキー場再編計画策定（須原スキー場を直営・その他スキー場は廃止） 

  スキー場関係者が反対、議会も執行部の案に反対の意向を示した。 

平成 22 年度 ５つのスキー場は残せないが、どうすれば残せるのかそれぞれのスキー場が残せる議論を開始。 

  議会と執行部の議論（スキー場関係者との議論により結果を出す方針に）。 

平成 23 年度 大湯温泉、大原スキー場は指定管理者制度導入。小出、薬師、須原スキー場は結論が出ず直営。 

平成 24 年度 12 月：今後の民営化スケジュール（H 2 5 年度からの完全民営化）方針決定。 

平成 25 年度 スキー場特別会計、関係条例廃止（スキー場の普通財産化）。 5 つのスキー場を民営化。 

  スキー場、リフト・圧雪車等無償貸与 3 年間 （H25.11.1～H28 .10.31）。 

平成 26 年度 民営化 1 年目の収支実績では、索道施設、圧雪車の整備費用の支出ができないため、 

  平成 31 年度までの財政支援延長方針が決定される。 

平成 27 年度 記録的な少雪ジーズンにより、新潟県緊急支援事業、市の緊急支援事業により支援。 

平成 28 年度 契約満了日が近いため、各スキー場のヒアリングを実施。 9 月議会で契約更新を決定。 

  3 年間の契約更新 （H28.11.1～H31.10. 31） 

  年末年始が少雪により 1 月中旬スキー場オープン。 

平成 30 年度 大原スキー場の運営主体が代わる。 

平成 31 年度 大原スキー場運営委員会と 4 月末をもって契約解消。 

令和元年度 「まちづくり委員会」が、市長に提言書提出。  

  「スキー場を考える議員有志の会」が、市内スキー場の在り方についての提言書を市長に提出。 

  ①市からの財政支援が必要と考えるが、今後の財政に負担がかかると考えるため、 

   残す スキー場を検討することや官民一体の運営会社の検討も必要。 

  ② 契約期間を令和 3 年 3 月 3 1 日まで延長し、令和 3 年度の予算編成に閻に合う 

   ように最終結論を出すこと。 

 

公共施設再編整備特別委員会（委員長：渡辺一美）での 

「魚沼市社協の移転」について、これまでの調査経過を報告します  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営スキー場の民営化の問題は、平成 21 年度に当時の市長が提案した「スキー場再編計

画案」から、10 年以上かけて、市民や関係団体を交え、市議会としても議論を交わし

一定の結論を出してきました。特に、私も参加していた「スキー場を考える議員有志

の会」では、市内の全ての小中学校と小出高校の児童生徒及び保護者、スキー場の指

定管理団体、観光関係者に対して、大規模なアンケート調査を行い、その結果をもと

に、「スキー場の在り方についての提言書」を市長に提出しました（下記の表参照）。 

今回の請願書は、守門地域活性化委員会や須原スキー場を中心とした利用者の方達

からの請願です。 

委員会では、スキー場の事業者同士の協議、市と 

事業者の協議が検討段階であること、この請願は須 

原スキー場を中心とした請願であり、市内全ての地 

域の意見集約に至っていないことから、市とスキー 

場事業者との協議の推移を見守りたいとの理由によ 

り、今回の請願に対して継続審査の動議が出され、 

賛成多数で「請願第３号」は継続審査となりました。 

「請願第３号 魚沼須原スキー場並びに市内スキー場の持続可能な 

運営を求める請願」は、9 月 17 日の産業建設委員会で継続審査に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「雪国魚沼市にスキー場は必要」と、市長も議員もそして市民も同じ思いであると思います。しかし

人口減少の中で、今まで通りの「リフト等の索道への財政支援」では、スキー場は残っても「スキー

人口の減少は止められない」。私は「スキー人口を増やす財政支援」への転換が必要だと考えます。 

魚沼市 市営スキー場 民営化の経過 

 

社会福祉法人法で、市町村社協は一市一社協と規定されています。したがって、合併と同時

に旧町村社協は一元化され魚沼市社協となりました。合併当初は魚沼市が福祉課を守門庁舎に

置いたことから、社協の本部事務局機能を守門庁舎に置いていました。 

その後、市の福祉部門が湯之谷庁舎に移転したため、小出ボランティアセンターを改修して

社協の本部事務局機能をボランティアセンターへ移転し、現在に至っています。 

移転計画の経緯 

魚沼市社協では、平成２９年３月策定の中期経営計画において、「多様な福祉課題に対応でき

るよう事務局組織の改編、拠点の検討を行い、組織全体での課題解決を目指す。」として、事務

局拠点の在り方の検討をしなければならない時期であるとの認識はあったものの、本格的な移

転場所の調査検討に入れない状況であったと、社協側の事情を伺っています。 

一方、魚沼市は、平成31 年3 月に、旧広神庁舎の利活用案を示し、昨年6 月、市の方から

社会福祉協議会へ広神庁舎の２階を利活用として移転を検討頂きたいと打診をしました。 

社協からは利用者の利便性を考え 1 階を使いたいと打診をしたそうですが、１階は既に計画

があると市から言われたこと、移動する 50 人が入るだけの広さが 1 階では確保できない等の

理由により、2 階への事務局機能集約の検討経過を理事会に報告しました。報告に対して理事

会では異論がなく、その結果、市との協議が整い、社会福祉協議会は、事務局機能を集約する計

画を、民生委員やボランティア団体等にむけて、各地区での説明会を開催しました。 

説明会では、各種団体の皆さんから、自分達の意見を述べる機会はなく、決定事項の報告に終

始する説明会のあり方に対して、異論が噴出しました。 

社会福祉協議会としては、地域活動のサポート体制はこれまで通りであり、ボランティアセン

ターも従来通り、各種団体に使っていただくことから、各種利用団体から、異論が出るとの想定

はしていなかったようです。 

今後の方向性 

市及び社協は、利用団体へ情報提供がなく説明不足の計画過程であったことを反省し、今後

は、利用者意見も参考に事務局機能の集約及び移転の計画策定を丁寧に進めていく予定です。 

妊産婦へ家事支援サービスの利用費を助成する(１回一万円､月４回､６ヶ月限度) 

「妊産婦総合対策事業」が９月議会の補正予算として実現しました！ 

２歳のお子さんとご主人の３人暮らしの妊婦さんから、「里帰り出産の予定が、県外の病院に受け

入れを断られてしまい、魚沼市での出産は、家事支援や上の子のことなど、どうし 

て良いのか不安」との市民相談を受けました。子ども課・教育委員会と相談を重 

ね利用費助成を実現できました。（利用には一定の条件があります。詳細は子ども課へ） 

 

主人の転勤で魚沼市に来たため、コロナで里帰り出産が出来ないと分かり、

上の子のお世話や産後の生活に不安を抱えていました。 

新たな育児支援を作って下さり、産前から安心してお世話になっております。

今では結果的に魚沼市で出産出来て本当に良かったと心から感謝しています！ 

 

 
嬉しいコメントを

お寄せ頂きました。 
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